
 

スウェーデンとフィンランドの NATO加盟に関する考察（根岸 大輔） 

１１５ 

 

 

【自由論題：スウェーデン及びフィンランドの NATO 加盟】 

 

（研究ノート） 

スウェーデン及びフィンランドの 

NATO 加盟に関する考察 

－中立非同盟政策からの転換－ 

 

南西高射群   

１等空佐 根岸 大輔   

 

はじめに 

2014 年のロシアによるクリミア併合及び 2022 年 2 月のウクライナ侵略を

契機とし、伝統的に中立と言われてきたスウェーデンとフィンランドの北欧

2 か国が 2022 年 5 月に北大西洋条約機構（NATO）加盟を同時申請した。

そして、2023 年 4 月にはフィンランドが、2024 年 3 月にはスウェーデンが

NATO 加盟国として承認された。両国は隣国同士で、伝統的に中立と言わ

れる立場をとってきたが、その過程では必ずしも歩みを共にしてきたわけで

はない。例えば、ロシアによるウクライナ侵略直後の 2022 年 2 月、当時の

スウェーデン首相は自国の非同盟政策の有益性と NATO 非加盟を維持する

ことについて言及した1。一方で、フィンランドは、NATO 加盟の可能性に

ついて模索してきたことが政府の討論会や公開文書から窺える2。では、必

ずしも共同歩調ではなかった両国を NATO 加盟申請に導いたものは何だっ

たのか。そして、両国は、何故同時に加盟を申請したのか。本研究の目的は

これらを明らかにすることであり、我が国同様、地理的にロシアに近接する

スウェーデン及びフィンランドの安全保障政策の転換とその力学を研究し理

解することは、今後の日本と NATO の連携を考慮する上で重要である。 

 両国の NATO 加盟に関する先行研究について概観すると、デイヴィッ

ド・アーターは、フィンランドの NATO 加盟について、リアリズムの理論

に基づき説明している。アーターは、冷戦崩壊後も、年配のフィンランド政

治家の間には、ロシアに対する“フィンランド化3”の態度が残っていたも
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のの、ロシアによるウクライナ侵略を機に、スウェーデンとの防衛同盟では

不十分かつ EU には必要な防衛能力が欠けているとの判断により、国家生存

のための現実的な選択肢として NATO 加盟を選択したと論じている4。 

 ヨハン・フランゼンは、両国の NATO 加盟について、リベラリズムとネ

オリアリズムの視点の微妙な交錯が見られると指摘している5。例えば、前

フィンランド首相が、ロシアの要求と欧州の安全保障原則との対立を強調

し、それぞれの国家が外交・安全保障政策を形成する権利を主張したことは

6、規範共有と外交対話を強調するリベラルな価値観と一致する。また、北

欧の協力、大西洋を越えた絆、集団安全保障メカニズムを強調することは、

フィンランドが NATO 諸国との多国間解決に献身していることを強調して

いると分析している7。その一方で、ネオリアリズムの視点では、今回の加

盟は、潜在的なロシアの脅威とのバランシングと解釈することができるとも

分析している8。スウェーデンの NATO 加盟申請に関する分析も同様であ

り、スウェーデンの多国間安全保障協力へのコミットメントは、国際制度と

集団安全保障というリベラルな原則に沿ったものであると同時に、フィンラ

ンドとの同時加盟申請は、ロシアの侵略への対応として提示されたものであ

り、一国の行動が他国の安全保障認識に影響を与え国家間の緊張をエスカレ

ートさせかねないというネオリアリズムの「安全保障のジレンマ」を反映し

ていると指摘している9。 

さらに、両国が同時に NATO 加盟申請した理由について、共通の外交政

策を決定してきた歴史的な関係を指摘するものもある。例えば、トーマス・

フォシュベリは、1995 年のフィンランドの EU 加盟申請は、スウェーデン

の EU 加盟申請の影響を受けていたと指摘している10。同様に、アンナ・ヴ

ィースランダーも、両国の EU 加盟を引き合いに、両国の意思決定の間に強

い関係があることを強調している11。また、マッツ・ベルグクイストらは、

両国の NATO への同時加盟がもたらす効果あるいはフィンランドの孤立リ

スクを論拠に、両国の共同政策路線の重要性を指摘している12。さらに、ス

テファン・ルンドクヴィストは、ロシアによるウクライナ侵略以降、フィン

ランドの社会民主党政権がノルウェーの社会民主党出身の首相でもあった

NATO のイェンス・ストルテンベルグ事務総長との連携を深め、NATO 加

盟に向けたプロセスを迅速に進めたことが、スウェーデン政府のリベラルな

外交政策を、軍事的安全保障に焦点を当てた現実主義志向の政策に置き換え

たと分析している13。 
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 以上のように、両国の NATO 加盟申請に関する先行研究では、国際関係 

理論に基づくアプローチや両国の歴史的な関係性に焦点を当てた研究が進め

られているが、2023 年の初頭までの公開資料に基づいた研究が大半で、

NATO 加盟申請前までの国民意識の変化や両国の戦略的重要性の観点から

の分析には余地がある。このため、本研究においては、問いを「スウェーデ

ン及びフィンランドはなぜ NATO へ同時に加盟申請したのか」とし、仮説

を「ロシアによるウクライナ侵略によって、両国国民の安全意識が変化する

とともに、両国同時加盟による戦略的意義を共有していたから」として研究

を進める。 

 方法論としては、2023 年から 2024 年の両国の外務省、国防省をはじめ

とする政府の文書、各種研究機関の調査資料、報告書等を中心に両国国民の

安全意識の変化及び同時加盟による戦略的意義を共有していたのかを分析す

るものとする。よって、本論では、まずは両国の安全保障政策の変遷を概観

し、中立非同盟政策の背景及び NATO との関係性について確認する。次

に、ロシアによるウクライナ侵略前後における両国の国民の意識の変化を分

析したのち、両国の NATO 加盟による NATO 及び両国にとっての戦略的意

義について明らかにしつつ、同時加盟申請を決断した要因について分析して

いく。 

  

第１章 スウェーデン及びフィンランドの安全保障政策の変遷 

第１章においては、まず、両国の安全保障政策の変遷を確認すること

で、両国が中立非同盟政策を採用した背景、冷戦期における同政策の質的変

化、冷戦崩壊後における両国の EU 加盟や NATO との協力拡大を通じ、実

質的な中立政策を放棄していった過程を明らかにする。 

 

１ スウェーデンの安全保障政策 

スウェーデンは、200 年近くにわたり、中立を宣言し、バランス・オブ・

パワーのメカニズムから一定の距離を保つという国内的な安全保障の追求

と、国際社会への積極的な貢献を通じて集団安全保障を追求するという対外

的な安全保障の追求の間で揺れ動いてきたといえる14。そもそもの始まりは

1814 年に事実上の国家元首であったカール 14 世が、度重なる戦争によって

国力が衰退した国家を復活させるべく、国力を内政に集中するため中立政策

を導入したことにより始まる。そしてこの中立政策はその後のスウェーデン
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の政策や戦略の礎となった。ただし、スウェーデンの中立政策は、スイスや

オーストリアのように憲法や国際協定によって、戦争の際には中立を宣言す

る義務を負う「真の中立国」ではなく、北欧地域を列強の紛争や利害関係の

外に置き、国家の生存を図るという「戦略的計算」の一部であった15。 

 その後、これまで消極的であったスウェーデンの中立政策は、1920 年の

国際連盟加盟を契機として、これを通じた「集団安全保障」体制により、国

際協力を推進する積極的な政策へと変化していったが 1931 年の満州事変や

1935 年のイタリアによるエチオピア侵攻など、加盟国による侵略行為に対

して有効な対応ができなかったことを受け、スウェーデンは、国際連盟に失

望し 、1936 年に集団安全保障の義務から脱退した16。また、第２次世界大

戦において、スウェーデンは 1939 年に中立を宣言し、自国の主権に差し迫

った脅威がない限り、あるいは自国の重要な国益が脅かされていない限り、

厳格な中立政策を堅持した17。 

 終戦直後から 1962 年までのスウェーデンの外交・安全保障政策は、国際

秩序を守りつつバランス・オブ・パワーを重視するという二重の論理の中

で、慎重かつ抑制的であった18。他方、1962 年以降、スウェーデンは大国

の圧力に屈せず小国としての生存をかけ、中立非同盟の立場を国際社会に理

解させるため、積極的な外交政策を追求するようになっていった。 当時の

首相オロフ・パルメは 1968 年には、平時の非同盟と戦時における中立とい

う自主的な中立姿勢を宣言した19。さらに、1960 年代後半から約 10 年間の

米ソデタント期間に、パルメ首相は社会資源を福祉・教育・平和活動に振り

向けつつ、スウェーデンが中立的・平和的モデル国家としての意志を世界に

示すために軍縮を推進し、軍事能力を削減した。これにより、1980 年代に

はスウェーデンは中堅国から軍事的弱小国に転落した20。このように第２次

大戦後から冷戦期までの間もスウェーデンは中立非同盟の姿勢を堅持してい

た。 

 その後、冷戦の終結に伴い、スウェーデンは外交・安全保障政策を再構築

しはじめた。スウェーデンは 1960 年代から加盟していた欧州自由貿易連合

（EFTA)によって、中立政策、政治的意思決定における独立性、国家主

権、社会民主主義福祉制度を維持していたものの、1991 年から 1993 年に

かけての金融危機、欧州における経済協力と自由貿易への依存を背景とし

て、1995 年に EU（欧州連合）加盟国となった21。そして、EU 加盟を契機

に自国の安全保障の言説を EU が打ち出した欧州安全保障・防衛政策
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（ESDP）や欧州安全保障戦略（ESS）による安全保障の国際的側面による

言説に合わせ、国防軍の変革を強化した22。具体的には 2002 年、スウェー

デンは、その安全保障政策について非同盟の立場を表明し23、EU の枠組み

の中で地域的、世界的な脅威に対処することを志向するようになった24。さ

らに 2007 年に調印されたリスボン条約では、テロ攻撃や災害を受けた加盟

国間の相互連帯と援助に関する条項が導入され、防衛に関する協力強化の目

標が定められたことを契機として、2009 年には、EU 加盟国との被災した

際の軍事的支援及び被支援について決定した25。このような流れの中で、

2014 年には、ロシアの一方的なクリミア併合への対応として、スウェーデ

ンは安全保障に関する新たな方向性として、再軍備の必要性を強調する「フ

ルトクヴィスト・ドクトリン」を打ち出した。このドクトリンでは、軍備予

算の増額、兵役の復活、国防の優先順位付けが提案された26。ヴィースラン

ダーはこの再軍備という新たな方向性が、国際平和維持任務から他国との二

国間協力を伴う国防への重要な政策転換であると指摘している27。 

 スウェーデンと NATO との関係について目を転じると、冷戦期間は中立

非同盟を掲げていた一方で、水面下では NATO と米国の安全保障体制の両

方と緊密な関係を築き、ソ連に対する諜報活動で協力していた28。そして、

冷戦が終了した 1990 年代以降、スウェーデンは目に見える形で NATO と協

力のための能力を強化してきたといえる。具体的には、スウェーデンは

1994 年より「平和のためのパートナーシップ（Partnership for Peace：

PfP）」に参加してきた29。PfP は、欧州―大西洋パートナー国と NATO と

の二国間協力プログラムであり、パートナー国が NATO と個別に関係を築

き、協力の優先順位を選択することができる。この NATO との緊密な協力

の目的は、スウェーデンと NATO が危機的状況、ひいては戦争において共

同で行動する能力を向上させることにあった。スウェーデンは、1995 年の

ボスニア・ヘルツェゴビナへの NATO 主導平和維持軍の参加を皮切りに、

コソボ、アフガニスタン、リビア、イラクにおける NATO 主導の作戦に参

加し、スウェーデン軍の NATO 軍事基準への適応を図ってきた（表 1）。ま

た、スウェーデンは NATO とのパートナーシップの枠組みの中で、NATO

主導の訓練や演習に参加してきたほか、これらを主催し、装備の標準化と相

互運用性の向上においても NATO と協力してきた。また、2013 年以降、ス

ウェーデンは、NATO が集団防衛の訓練を行う最新鋭演習に参加するとと

もに、2014 年には、フィンランドやその他の国々とともに、NATO と高次
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機会パートナー（Enhanced Opportunities Partners ：EOP）としてのパ

ートナーシップを締結した。このパートナーシップは、政治対話、訓練・演

習、情報の共有に重点を置いており、これによって、スウェーデンは

NATO との協力を深化させ、2016 年には NATO とホスト国支援協定を締結

した30。この協定により、スウェーデンは、危機や戦争の際の NATO への

効率的な軍事支援・被支援が可能となった。このホスト国支援は、文民的支

援と軍事的支援、実務的・後方支援の観点から構成されており、外国の軍隊

がスウェーデン領内で活動し任務を遂行できることを目的としていた。これ

により、スウェーデンが国際演習のホスト国として行動することも容易にな

った31。 

 

表１ スウェーデン軍の NATO への活動の参加状況 

時期 場所 活動内容 

1995~2004 ボスニア・ヘルツェゴビナ 国連指令実施部隊(IFOR) 

1999~ コソボ コソボ平和維持軍(KFOR) 

2002~2014 アフガニスタン 国際治安支援部隊(ISAF) 

2014~2021 アフガニスタン 治安 部 隊支 援 ミッ シ ョン

(RSM) 

2011 リビア ユニファイドプロテクター作

戦(OUP) 

2018~ イラク イラク能力構築支援(NMI) 

出典：NATO HP “Relations with Sweden 2024.3.28”より筆者作成
（https://www.nato.int/cps/en/natohq/topics_52535.htm?selectedLocale=en） 

  

このように、スウェーデンは、冷戦初期にはバランス・オブ・パワーを

重視した抑制的な姿勢を取りつつ、デタントを迎えると軍縮を推進した。そ

の後、冷戦が終わりロシアの脅威が低下する一方で、金融危機に直面し財政

的な困難に直面すると、EU への加盟を模索し、その安全保障政策は、中立

非同盟から非同盟へと変化した。そして、2014 年のロシアによる一方的な

クリミア併合を機に再軍備へと舵を切った。スウェーデンは、時代の変化に

応じてその政策を柔軟に変化させるとともに、非同盟を掲げつつも EU 加盟

から徐々に NATO 加盟へと柔軟に変化させていったといえる。 
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２ フィンランドの安全保障政策 

 フィンランドの歴史は大きく分けると、1809 年以前のスウェーデン時

代、1809 年から 1917 年までのロシア時代、1917 年から現在までの独立時

代の３つに分けられる32。フィンランドは 1917 年のソ連からの独立後、内

戦を経て 1919 年に共和制国家となり 1920 年代に目覚ましい発展をする

が、この時期には既に、国際連盟による集団安全保障がフィンランドの安全

保障政策の基礎となっていた。その後、フィンランドは、ソ連との冬戦争や

第２次世界大戦のドイツとの交戦を経て領土を喪失することとなったが、こ

れらの戦争の経験と反省から、第２次大戦後のフィンランドの外交は、中立

政策を同時に徹底した対ソ友好路線をとることとなった33。この路線は、こ

れを実行した政府首脳の名からパーシキヴィ・ケッコネン路線と呼ばれ、ソ

連政治指導者からの信頼を獲得したほか、双方の個人的親交にも助けられ、

フィンランドの国内及び対外的政治状況を、長期にわたり安定的なものとし

た34。J.K.パーシキヴィ大統領の外交政策ドクトリンは、ソ連からの強い圧

力に直面しながらも、民主主義と資本主義の価値観を維持しつつフィンラン

ドの存立を確保することを意図しており、マックス・ヤコブソンが指摘する

ように、フィンランドはソ連との「見かけ上の調和」のなかで自由を維持し

た35。例えば、この間、1947 年には米政府が戦後の欧州経済復興のためマ

ーシャル計画を発表し、多くの欧州諸国の参加によって、欧州経済協力機構

(Organization for European Economic Cooperation– OEEC)が設立され

たが、フィンランドとしては、援助を受けたいとの希望がある中、同計画は

米国陣営に引き込むのが狙いであるとのソ連の見方を考慮して参加を控える

との決定を行った36。また、1948 年には、ソ連はフィンランドに対してル

ーマニアやハンガリーと同様の相互援助条約締結を求めたが、フィンランド

は、困難な交渉の末、フィンランド・ソ連友好協力相互援助条約を署名し、

フィンランドの中立政策を認めさせることに成功した37。この条約は、軍事

的脅威を明確にしておらず、ソ連がフィンランドへの片務的な防衛義務を有

していることや、発動自体も都度の協議によることなどから、ソ連との軍事

同盟とはみなされなかった38。この条約はソ連が崩壊するまで締結されてい

たが、第二次世界大戦後のソ連との安定した友好関係を維持することは、侵

略を避け、国家主権を維持するための賢明な判断であったと評価されている

39。冷戦崩壊後、フィンランドでは 1991 年夏頃より、欧州共同体（EC）加
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盟について議論が本格的に始まった。その背景には、ソ連の解体と欧州内で

フィンランドと同様に中立政策を維持してきたオーストリアとスウェーデン

の両国が EC 加盟を表明したことがある。この後、フィンランド国内におい

ても EC 加盟に係る細部の検討が実施され、1995 年初頭に EU 加盟（マー

ストリヒト条約の発効により、交渉中に EC は欧州連合（EU）へと変わる

こととなった）を果たした。当時の大統領であったマウノ・コイヴィスト

は、EU 加盟を目指した最大の動機は、経済的な理由などではなく、フィン

ランドの安全保障政策のためであったと述懐している40。 

 このように、フィンランドは EU への加盟によって中立政策を変えつつ

も、NATO には加盟せず、非同盟政策は維持されることとなった。1995 年

にフィンランド政府がフィンランド議会に提出した安全保障政策報告書で

は、フィンランドには機能的な防衛策があり、安全保障上の欠陥はないため

NATO への加盟は希望せず、欧州の安全保障情勢が大きく変化した場合

に、その動向を踏まえて NATO への加盟についても検討することとしてい

る41。これはいわゆる NATO オプションと呼ばれるものであり、隣国であ

るロシアを刺激せず、情勢の変化によっては NATO へ加盟する可能性を示

唆することで、ロシアに対する一種の抑止力を持たせる戦略であった。 

ロシアへの配慮の一方で、EU加盟を転機に、フィンランドと NATOとの

関係はより近くなっており、1994 年、フィンランドはスウェーデンと同時

に PfP に参加し、NATO との協力関係を築き始めた。その後、1996 年のボ

スニア・ヘルツェゴビナへの派遣を皮切りに、NATO が主導する国際活動

へも多数参加するとともに（表 2）、NATO 即応部隊（NATO Response 

Force: NRF）に参加し定期的に演習を行うことで、2014 年に EOP の地位

を獲得した42。また、フィンランドは、NATO のパートナー国として、主に

危機管理に重点を置いた活動を実施し43、2001 年には、軍事危機管理に関

する訓練を実施するフィンランド国防軍国際センター(FINCENT)が、PfP

訓練センターとして NATO から正式に承認された44。 

 以降、フィンランドは非同盟政策を維持しつつも、NATO とのパートナ

ーシップの枠組みや、国際貢献や危機管理の側面で NATO との連携を深め

てきたが、2014 年のロシアのクリミア併合によって国防が優先課題となっ

たため、これ以降は国防の面で加速的にその距離を縮めてきた45。 

以上のように、フィンランドは、地政学上、強大なロシアと隣接するこ

とから、自国の独立を維持するため、冷戦終結に至るまで中立政策を維持し
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てきた。そして、ソ連の解体以降は EU への加盟を契機として、中立政策を

改め、非同盟政策へと転換した。しかしながら、ソ連崩壊後も依然としてロ

シアに対する脅威を認識していたため、NATO オプションを維持する形で

NATO との連携を深めてきた。これは、地政学及び歴史的な要因を背景と

するフィンランド独自の安全保障政策の現れであったと言えよう。 

 

表 2 フィンランド軍の NATO 主導の活動の参加状況 

時期 場所 活動内容 

1996~2004 ボスニア・ヘルツェゴビナ 国連指令実施部隊(IFOR) 

1999~ コソボ コソボ平和維持軍(KFOR) 

2002~2014 アフガニスタン 国際治安支援部隊(ISAF) 

2014~2021 アフガニスタン 治安 部 隊支 援 ミッ シ ョン

(RSM) 

2018~ イラク イラク能力構築支援(NMI) 

出典：NATO HP “Relations with Finland 2024”より筆者作成
（ https://www.nato.int/cps/en/natohq/topics_ 

49594.htm#:~:text=After%20almost%2030%20years%20of,of%20Ukraine%20in

%20February%202022.） 

  

本章ではスウェーデンとフィンランドの安全保障政策について概観し、

両国はそれぞれの地政学的背景から、中立政策を採用、維持してきたことを

確認した。そして、ソ連崩壊以降、EU への加盟を契機として中立政策を公

式に放棄し、非同盟政策へ転換してきた。両国は、大国ロシアを意識し、北

欧における絶妙な軍事バランスを維持し続けながらも、国防の側面から徐々

に NATO への関与を深めており、NATO 加盟に向けての一定程度の素地を

醸成していったと言える。 

 

第２章 ウクライナ戦争開始前後におけるスウェーデン及びフィ

ンランドの国民意識の変化 

 本章では、非同盟政策を保持していた両国の国民意識が、二度のロシアに

よる侵略により、どのように変化し安全保障政策の転換につながったのかを

分析する。 
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１ スウェーデン国民の意識の変化 

 ヨーテボリ大学にある世論動向調査専門の SOM（Society, Opinion, and 

Media）研究所がこれまで調査してきたスウェーデン国民の安全保障に係る

意識調査（図 1 は、NATO 加盟に関する意識調査、図 2 は防衛費削減に関

する意識調査）からわかることは、2013 年から 2015 年にかけて、NATO

加盟に賛成する意見の割合に変化が生じたこと及び 2022 年から 2023 年の

間で、賛成意見が劇的に増加したことである。前半の変化は、2014 年のロ

シアによるクリミア併合、スウェーデンと NATO との EOP に関する協定の

締結及び 2014 年のフルトクヴィスト・ドクトリンが影響していると分析で

きる。また、2022 年から 2023 年の変化は、ロシアのウクライナ侵略が影

響を与えているものと考察できる。図 2 においても同様に、図 1 との相関関

係が見て取れる。 

出典：SOM Institute “Swedish Trends” 

https://www.gu.se/sites/default/files/2024-04/Swedish%20Trends%201986-

2023.pdf p68 

図 1 スウェーデン国民の NATO 加盟に関する意識調査 
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２ フィンランド国民の意識の変化 

 社会経済動向分析を主眼とするフィンランドのシンクタンクであるビジ

ネス政策フォーラム EVA（Elinkeinoelämän valtuuskunta）の調査によ

ると、NATO 加盟に関するフィンランド国民の意識 (図 3)は、2014 年のロ

シアによるクリミア併合の前後において、賛成が 18%から 28%へと増加し

ていることが確認できる。また、ロシアのウクライナ侵略が開始される前の

2021 年秋と 2022 年春の状況を比較すると、賛成は 34%増加し 60%とな

り、反対は 40%から 19%と約半減する形となっている。さらに、NATO 加

盟申請後の 2022 年秋から直近の 2024 年春までの調査(図 4)では、賛成は平

均して 76%で推移しており、1998 年の調査開始から 2021 年までの 20〜

30%台で推移していた時期と比べ、国民の意識は NATO 加盟賛成に大きく

変化したことがわかる。そして、フィンランドが NATO 加盟を望む最大の

理由は、脅威と感じているロシアの行動であり、83％が、軍事的に非同盟

であるよりも NATO に加盟している方が安全だと考えている（図 5）。2000

年代初頭との比較でも、フィンランド国民の態度は一変しており、長期的及

出典：SOM Institute “Swedish Trends” 

https://www.gu.se/sites/default/files/2024-04/Swedish%20Trends%201986-

2023.pdf p65 

図 2 スウェーデン国民の防衛費削減に関する意識調査 
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び短期的な態度の変化は、いずれも、フィンランドを NATO 加盟に向かわ

せたのはロシアの軍事行動だったという見方を強く支持している46。このよ

うにフィンランドの国民意識もスウェーデンと同様にロシアによるクリミア

併合及びウクライナ侵略前後で大きく変化していることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：EVA “Russia’s invasion of Ukraine shifted the opinion of a majority of 

Finns in favour of NATO membership” 

https://www.eva.fi/en/blog/2022/03/22/russias-invasion-of-ukraine-shifted-the-

opinion-of-a-majority-of-finns-in-favour-of-nato-membership 

図 3 フィンランドの NATO 加盟意識調査 
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３ 仮説に関する考察 

 このように、NATO 加盟に対するスウェーデン及びフィンランドの両国

民の意識は、従来の非同盟から NATO 加盟賛成へと大きく変化しているこ

とがわかる。それでは、これらの国内世論の変化は、両国の政策転換にどの

ように影響したのであろうか。 

 スウェーデンの民間調査分析会社である Novus は、スウェーデンの首相

マグダレーナ・アンデションが、2022 年 5 月 15 日の記者会見で「Novus

出典：EVA “Nato-myönteisyys yhdistää laajasti suomalaisia – 

EUmyönteisyys huipussaan” 

https://www.eva.fi/blog/2023/11/28/nato-myonteisyys-

yhdistaa-laajasti-suomalaisia-eu-myonteisyys-huipussaan/ 
 

図 4 フィンランドの NATO 加盟に対する現在の態度 

 

出典：EVA “Finns join NATO as one” 

https://www.eva.fi/en/blog/2023/02/21/finns-join-nato-as-one/ 

図 5 ロシアへの脅威認識について 
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の調査により NATO 加盟に対する国民の支持があることが確認された。先

週の調査では、58％が NATO 加盟は正しい決断であると答えた。58％が

NATO 加盟に賛成しており、統計的に初めて 50％を超えた47。」と述べたこ

とを報道している。そして、この翌日、スウェーデンは正式に NATO 加盟

を表明していることから、国内世論の動向も踏まえた決断であったことが読

み取れる。また、フィンランドにおいても、当初、NATO 加盟についての

国民投票もしくは相応の世論調査の実施が検討されていたが、2022 年 3 月

30 日にフィンランド国民の 60%以上がフィンランドの NATO 加盟を支持し

ているという世論調査が出た際に、サウリ・ニーニスト大統領が「NATO

は国民が支持していることを知る必要がある。私たちはすでにそれを手にし

ている」と述べ、世論が NATO 加盟を支持しているとの認識の下、NATO

加盟の是非にかかる国民投票は実施されなかった48。これらの事実を踏まえ

ると、両国民の安全意識の変化が NATO 加盟に影響しており、仮説の一部

は正しかったことが確認できた。 

 

第３章 スウェーデン及びフィンランドが NATO に加盟すること

による戦略的意義 

 本章では、両国が NATO に同時に加盟申請したもう一つの要因分析とし

て、両国の NATO 同時加盟が NATO 側にもたらす戦略的意義及び両国にも

たらす戦略的意義の観点から考察する。 

 

１ NATO にとっての戦略的意義 

 受入側となる NATO にとっての戦略的意義の一つ目は、両国の加盟によ

り地政学的な要衝を得ることができる点にある。北欧の国土は、バルト海、

北大西洋、バレンツ海によって囲まれており、フィンランドとスウェーデン

はその中央に位置し、特に、バルト三国防衛の拠点となり得る。フィンラン

ド政府による NATO 加盟に関する評価報告書では、“NATO の戦略的課題は

バルト三国防衛にあり、特に、強力な防空能力を有するカリーニングラード

をポーランドのスヴァウキ回廊を経由するか、北欧を経由して迂回すること

により、バルト三国に増援を提供する能力を重視している”49と分析されて

いる。この点を踏まえると、バルト海の中央に位置するゴットランド島の戦

略的意義は高く、スウェーデンが、スウェーデン本土とバルト三国の間に位

置するこの島で軍事力を強化すれば、ロシア海軍がバルト海で力を発揮する
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ことが難しくなり、バルト三国のいずれかを攻撃するロシアの計画を妨げら

れる可能性がある50。実際、スウェーデンは、2005 年にこの島を非武装化

したが、ロシアのクリミア併合を受け、2016 年に再び常設部隊を駐留させ

るとともに、2021 年には同島の防空システムを再稼働させるなどの動きを

見せている51。一方で、仮にロシアにこの島を占領され、軍事力を強化され

た場合には、バルト海における NATO の作戦能力は大きく制限されること

が予想される。 

これと同じ論理は、フィンランド領内のオーランド諸島52にも当てはま

る。オーランド諸島の所有権は、1921 年にオーランド条約で、「フィンラン

ドに属しつつも非武装中立」とされ、以降も様々な国際条約で繰り返し確認

された（1940 年、1947 年、1994 年）が53、その条約国にロシアは含まれ

ていない。これは、バルト海における紛争の際、その戦略的重要性からロシ

アが当該諸島を軍事利用する可能性を否定できないことを意味している。 

そして、戦略的意義の二つ目として、ロシアの NATO に対する戦略の複

雑性を向上させる点である。約 1340km に渡りロシアと国境を接するフィ

ンランドが NATO に加盟すると、ロシアの NATO との国境線は、倍増する

ことになる。これは、ロシアにとって、今後の戦略が複雑化することを意味

する。また、国境を挟んだフィンランドの対岸には、ロシアの国家安全保障

上、最も重要な地域のひとつであるコラ半島が存在する。コラ半島のセベロ

モルスクにはロシア北方艦隊があり、ロシアの核のトライアドである弾道ミ

サイル潜水艦のほか、攻撃型潜水艦や様々な水上艦船が配備されている54。

このため、今後、フィンランドに NATO の部隊やミサイルシステムなどが

配備されるなどすると、ロシアはさらに複雑な計算が求められるものとなる

（図 6）。この点も、NATO が両国の加盟を受け入れるメリットであったと

考えられる。 
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図 6 バルト海を中心とした NATO 加盟国及びロシアの概要図 

公刊資料より筆者作成 

 

 NATO にとっての戦略的意義の三つ目は、スウェーデンとフィンランド

の加盟により増強される軍事力により、ロシアによる軍事力行使をより困難

なものにすることにある。 

 例えば、スウェーデンは、2014 年以降、軍備拡張を再開し、国防予算を

大幅に増額することで、国防力強化への確固たるコミットメントを示してい

る。実際にスウェーデンの 2024 年度軍事支出は、「総額約 120 億ドル（約

1 兆 8 千億円（1 ドル＝150 円）、国内総生産（GDP）比の約 2.0％）」を占

め前年度から約 34%増加している55。この予算は 2020 年度の国防予算の２

倍にあたる。 

具体的な能力の面では、まず、広範な国内防衛産業の存在が挙げられ

る。同国の国防企業はサーブ社のジャス 39 型グリペンや BAE システム AB

社の CV90 など、高度な兵器システムを生産しており、国防部門は官民の広

範なパートナーシップによって構築されている56。また、スウェーデン海軍

は、3 隻の先進的なゴトランド級潜水艦を中心とした潜水艦隊を保有してい
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る。これらの潜水艦隊は水深の浅いバルト海の地形に精通し、この海域での

作戦に係る長年の知識と能力を有しており、NATO における重要な能力不

足を埋めている57。さらに、スウェーデン空軍はサーブ社のグリペン C 型戦

闘機を約 70 機、C-130H 輸送機 5 機をはじめとし、各種作戦支援機や練習

機等を含め約 150 機の航空機を保有し、スカンジナビア最大の空軍である

58。そして今後は、最新型であるグリペン E 型戦闘機 60 機のスカラボ航空

団配備が予定されている59。E 型機は C 型機より燃料搭載量が約 30%向上し

ており、航続距離が延伸されたほか、高度な電子戦能力及び最新レーダーに

よる探知・識別能力を備えている。また、AIM-120、Meteor、IRIS-T など

の欧米規格兵器が運用可能である。同航空団の所在するソーテネス空軍基地

は、スウェーデン南部（カリーニングラードから直線距離にして約 630km

北西）に位置しており、これまでの C 型戦闘機の行動半径が約 800km であ

ったことを踏まえれば、バルト海における防空能力の強化に大きく貢献する

と言える。 

フィンランドもスウェーデン同様、国防予算を増加しており、2024 年度

の軍事支出は「総額約 70 億ドル（約 1 兆 5 百億円（1 ドル＝150 円）」であ

り、GDP 比の約 2.3%を占め、前年度から約 16%増加している60。具体的な

能力の面では、フィンランドの人口は 550万人と比較的少ないにもかかわら

ず、最大動員数は 28 万人と NATO でも最大級である61。また、訓練された

予備役の数は 100 万人に近い62。フィンランド陸軍は 650 両の戦車と、

1,500 門の兵器（700 門の榴弾砲と大砲、700 門の迫撃砲、100 門の重・軽

ロケットランチャーを含む）を装備している。また、イスラエル製の C-

RAM レーダーC-MMR をはじめとする高度なセンサーや対空兵器を装備し

ており、飛来するロケット弾、砲弾、迫撃砲を追跡する能力を備えているほ

か、NATO と互換性を有する地対空ミサイルシステム（NASAMS2）も保

有している。さらにフィンランド兵は、寒冷地での戦闘を想定した訓練を受

けており、その装備も相当数、備えている63。フィンランド空軍は、約 60

機の F/A-18 ホーネットを F-35A ライトニング II に更新中であり、このほ

か数十機の訓練機と長距離偵察レーダーを保有している64。 

 以上の点を踏まえると、NATO にとって、スウェーデンとフィンランド

の加盟は、戦略的課題とするバルト三国防衛において、バルト海における作

戦能力の向上、グリペン E 型や F-35A 等の新型戦闘機及びこれらに搭載可

能な長射程空対地巡航ミサイル（グリペン E 型：KEPD-350、F-35A：
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JASSM-ER）によってバルト三国周辺における防空能力の強化に貢献が可

能である。これらの理由から、NATO の防衛力向上により、ロシアのバル

ト海地域での軍事力行使の敷居を上げ、欧州全体の安定性を高めるという点

において、戦略的な意義を有していたと言えよう。 

これまでの小括として、両国の加盟は①地政学的要衝の獲得によるバル

ト三国防衛の強化、②核のトライアドへの圧迫を含めた複雑性の向上、③通

常戦力の増強によるロシアへの軍事力行使の抑止等、NATO にとってのメ

リットもあったことが、両国の同時加盟の素地にあったと言える。 

 

２ 両国にとっての戦略的意義 

 次に、両国にとっての戦略的意義について確認する。フィンランドは

2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵略を受け、同年４月にフィンラン

ド議会へ安全保障環境変化に係る政府報告書を提出した。この報告書は、フ

ィンランドの NATO 加盟の選択肢について説明しており、中でも、フィン

ランドの戦略的重要性とスウェーデンとの関係について多く言及している。

具体的には、安全保障情勢の変化は、フィンランドとスウェーデンの防衛協

力が両国の防衛を強化し、バルト海地域の安全を確保する上で重要であるこ

とを強調しており、両国が NATO に加盟することになれば、バルト海地域

でのロシアの軍事力行使の敷居は高くなり、長期的にはこの地域の安定性を

高めることになると評価している65。また、フィンランドの戦略的重要性に

ついては、フィンランドが NATO に加盟すれば、同盟の領域が大幅に拡大

し、ロシアとの陸上国境が倍増するとともに、ロシアの戦略上重要な地域で

あるコラ半島やサンクトペテルブルクに、NATO が近づくことになると報

告している66。さらに、加盟プロセスにおける両国の緊密な協力は重要であ

り、同時にそのプロセスを進めることで、ロシアの反応に対する準備と対応

を容易に行うことを可能にするとともに、両国の加盟により、北欧の防衛体

制が NATO の集団防衛の一部として検討されることになるとした。他方

で、両国のどちらか一方だけが NATO に加盟した場合、現在の両国間の防

衛協力や外交・安全保障政策協力に影響を与える恐れがあると評価している

67。このフィンランド政府の報告書提出の約 1 ヶ月後、スウェーデン政府

は、安全保障環境の悪化がスウェーデンにもたらす影響に関する報告書をス

ウェーデン議会に提出した。この報告書には、安全保障環境の悪化を踏まえ

たスウェーデンの安全保障政策の方向性、NATO 加盟の可能性に係る見解
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がまとめられている68。また、この報告書は、ロシアがベラルーシで軍事的

プレゼンスを高め、両国が協調行動を取ることによって、ゴットランド島の

戦略的脆弱性について高まるリスクを指摘している69。さらに、フィンラン

ドとの同時加盟について、両国がともに NATO に加盟すれば、北欧とバル

ト海沿岸全域が集団防衛の対象となり、安全保障上の危機や武力攻撃が発生

した場合の不確実性は減少するだろうと評価している一方70、フィンランド

のみが NATO に加盟した場合は、スウェーデンは、北欧及びバルト地域で

唯一の非加盟国となるため、スウェーデンの安全保障上の脆弱性と露出度は

高まると分析している71。加えて、結論では、フィンランドの報告書が述べ

ているとおり、両国が、安全保障環境の変化に対応して緊密な協力を続ける

ことには、大きな価値があり、その協力関係は加盟プロセスにおいても重要

であると締め括られている72。 

 これらの報告書を分析すると、両国は互いが NATO に加盟することの戦

略的意義を理解しているとともに、加盟プロセスを同時に進めることの重要

性も認識していることが確認できる。 

 では、両国は、どのように同時加盟に係る調整を進めたのであろうか。当

時の両国の状況について、時系列を追って確認する。2022 年 3 月 5 日、両

国の首相はヘルシンキの首相官邸にて、ロシアによるウクライナ侵略を受

け、安全保障面での協力について話し合い73、両国の協力をさらに強化する

と発表した74。そして、同月 14 日、両国国防相はヘルシンキで会談し二国

間防衛協力の進化について協議した75。その翌月 13 日、両国首相はストッ

クホルムにて両国が同じ安全保障環境を共有していること、そして両国の安

全保障上の解決策が互いに影響し合っていることを強調し、NATO 加盟の

可能性についても議論した76。その後、同月 29 日、両国外相による協議が

実施され、外交・安全保障政策に関する両国の進行中のプロセスについて情

報交換し77、その翌月 12 日には、フィンランド大統領と首相は NATO 加盟

に関する共同声明を発表した78。同月、14 日から 15 日かけてドイツにて

NATO 加盟国外相の非公式会合にフィンランドとスウェーデンの両外相も

招待され、両国の加盟に関して話し合われた79。同年 5 月 15 日にフィンラ

ンド政府が「フィンランドのNATO加盟に関する報告書」を承認すると80、

翌日にはスウェーデン首相がフィンランドと同時に加盟することの必要性を

強調し、これに追随すると発表した81。そして、同年 5 月 18 日に両国は揃

って NATO への加盟申請書を提出した82。 
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 このように、両国は NATO 加盟に関して 2022 年 3 月以降、首脳及び閣僚

レベルで連携し、両国の同時加盟の戦略的意義及び一方のみの加盟によるリ

スクについて確認しながら、最終的に NATO への同時加盟申請しており、

仮説の内容が正しいことが確認できた。 

 

おわりに 

 本研究では、スウェーデンとフィンランドの両国が長年にわたる中立非

同盟政策を転換し、NATO 加盟に至った理由について、歴史的背景を踏ま

えつつ、国内世論及び戦略的意義の視点から分析を試みた。両国は同じスカ

ンジナビア半島に位置しつつも、その地政学的条件から独自の中立政策を維

持してきたが、ソ連の崩壊を契機に EU に加盟し、中立政策から非軍事同盟

へと政策を変化させていった。そして、NATO とのパートナーシップのも

と、平和維持活動や各種演習等を通じてその距離を縮め、2022 年のロシア

によるウクライナ侵略を契機に NATO への加盟の舵を切った。これはウク

ライナと同様、パートナー国の位置付けだけでは集団防衛の対象外となると

いう危機感の現れによるものであり、まさに、リアリズム的要素が強い判断

であったが、これには、両国の国民の意識の変化も大きく影響していたこと

を確認した。そして、両国は NATO 同時加盟による戦略的意義を見出すと

ともに、両国政府レベルでそれを共有し、綿密な連携を図りつつ一国のみの

加盟により戦略的な不安定性を惹起することを回避しながら、同時に加盟申

請を行っていたことが明らかになった。さらに、本研究においては、受入側

となった NATO にとっての両国加盟の戦略的意義についても分析を進め、

欧州全体の安全保障体制の再構築に係るメカニズムの一端も理解することが

できた。 

 今後、両国の NATO 加盟が日本に対してどのような形となって影響を与

えるのかは、更なる分析が必要であるが、両国の NATO 加盟によりロシア

のバルト海における活動が制限を受けることになったことを踏まえれば、ロ

シアの北方及び我が国周辺を含む東方域への進出機会が増大する可能性は否

定できない。このため、今後は北極海を中心とした新たな緊張が生じる可能

性やロシアの千島列島を含めた東方への軍事的プレゼンスの拡大も視野に入

れておかなければならないであろう。 

日本は、現在 NATO との連携強化を推進しており、2024 年には日本と

NATO との間の秘匿情報共有体制の強化、NATO 主催のサイバー防衛演習
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への参加も含めたサイバー防衛分野での協力強化、NATO 戦略的コミュニ

ケーションセンターへの要員派遣、欧州・大西洋地域での共同訓練の実施が

首脳レベルで確認されたほか83、両国との防衛相会談において防衛装備・技

術協力やウクライナ支援、NATO を通じた協力等について議論された。こ

のような NATO との連携の深化は、ロシアの力の分散を生じさせ、東西両

面の負担を軽減する効果が期待される。一方で、過去の歴史を振り返れば、

日英同盟や日独伊三国同盟といった日本と欧州の安全保障政策の連結が、緊

張を高め、日露戦争や第二次世界大戦へと発展した経験も忘れてはならな

い。日本と NATO との連携の深まりが国際情勢の新たな緊張につながるこ

とがないよう、慎重な対応もまた必要である。そのためには、ロシアに近接

する欧州の安全保障環境と政策に継続的にアンテナを立て、戦略的かつ多角

的なプローチによって地域の緊張をコントロールし、我が国の望ましい安全

保障環境を構築していく必要がある。 
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